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マ レー シアの 持続的経済成長の 国民統合政策へ の 影響 1

大 阪学 院大学国際学部講師　畝川　憲之

はじめ に

　マ レ
ー

シアは 1957 年 にマ ラヤ連邦と して 独立

して 以来、経済成長 と国 民統合が国家の 最重要課

題とな っ て い る 。マ レ
ーシ ア政府は、新経済政策

（New 　Economic 　Policy： NEP 、1971 年 〜1990

年 ）、 国 家 開 発 政策 （Nationa1　 Development

Policy：NDP 、1991 年〜2000 年）、国家 ビジ ョ ン

政策 （National　Vision　Policy： NVP 、2001 年 〜

2010 年） と い う
一連の 長期経済発展戦 略を柱 に、

持続的経済 成長 に取 り組ん で い る。一一
方、国民 統

合に関して は、同化主義的志 向に基づ く国家文化

政策 （National　Culture　Pohcy ：NCP 、1971 年）

や マ レ
ー

語 によ る教育の
一

本化の 推進 、多文化主

義的志向を示 唆す るビ ジ ョ ン 2020 （Vison2020 、

1991 年）や 1996 年の 教育関連法の改正 、そ して

民族間の 交流の 深 化 を 狙 う ビ ジ ョ ン ス ク
ール 計画

な ど、社会文化政策を 中心 と して戦略 的変質 を伴

い なが ら、国民ア イデ ン テ ィ テ ィ の 形成に努めて

い る 。

　 マ レ
ーシ ア は 、世界不況 の あお りを受けた 1980

年代半ば と 1997 年 の アジア通貨危機を除 い て経

済成長 を続け て い る。特に 1987 年か ら 1997 年に

か け て マ レ
ー

シア は経済成長 の ピ
ー

ク期を迎え、

GDP は年平均約 9 ％に も の ぼ る成長率をみた （表

1 参照）e また ．一
人 当た り の GDP も、1985 年

の 1994 ドル か ら 1997 年に は 4545 ドル へ と成長

した。

　 し か し 、経済 成長 に比 して 、社会文化 政策 に は

問題が残る 。1969 年の 民族暴動 を除 い て、多数の

死者 を出す 民族紛争の 発生 を防い で い る と い う点

では評価で き る が 、国 民統合の 実質的進展、つ ま

り 国 民 ア イ デン テ ィ テ ィ の 創出には現在 まで成功

して い る とは言 い 難い 。む し ろ、マ レ
ー

シア政府

は、民族間の 暴動 の 再発を防ぐため に、同化主義

お よび多 文化 主義 とい っ た積極的な統合政策の 実

施 を差 し控え て い る 。マ レ
ー

シ ア の 社会文化政 策

は ．マ レー中心主 義と い う同化主義的志 向と非 マ

レー文化の 容認 と い う多文化主義的 志向が常に 並

存 して いる。これ ら二 つ の 相容れ な い 考え を併 せ

持っ こ とが示すよ うに、政策の 本質は絶えず あ い

まい さを伴い 、国民統合 の 進展 お よび国 民アイ デ

ンテ ィ テ ィ の 創出を遅らせ て い る 。

　現在 まで の マ レ
ー

シア の 国民統合の進展は、社

会文化政策によ るので はな く、持続的経済成長が

もた らした成果と考 えられ る 。持続的経済成長 は

民族問の経済格差の 減少を もた ら し、民族間 の 安

定状況を作 り出 した 。さ らに 、ペ トロ ナス ツ イン

タ ワ
ー

や新 国 際空港、マ ル テ ィ メディ ア ス
ーパ ー

コ リ ドーに 代表され る メガ ・プ ロ ジ ェ ク トの よ う

な 経済成長の シ ン ボルが ，民族 の枠 を超え た マ レ

ー
シア国民 として の 誇 りと い う共通意識 を作 り上

げた。また 、持続的経済成長 は 、あ らゆ る民族か

ら形成され る 新中間層 を作 り出し （Loh　2002，41＞、

民族の 壁を超え た協力 の 精神を作 り 上 げ、民族 間

交 流 の 拡大を もた らした （Abdul 　Rahman 　2001，

61，Funston　2001，166，　and 　Lee　2004
，
277）。

　 持続的 経済成長が順調 に達成 され て い る
一

方 、

社会 文化 政策が あ い ま い な も の とな り国民統合 の

進展に効果を示 して い ない背景に は、政府が社会

文化政策によ る 国民統合 よ りむ し ろ 経 済成長に 重

点を置 い て い る こ とに ある と考 え られ る。つ ま り、

こ う した 政府 の 考 えによ り、社会文化 政策 は少な

くとも経 済成長 を妨げる もの で あ っ て はな らず、

そ の 本質 は常に 制限を受け て い る。

　 そ こ で x 本論は、マ レ
ー

シア の 経済成長戦略 の

考察を通 して 、持続的経済成長の 追及が社会文化

政策 の 本質に どの よ うな形で 制限を与 えて い る の

か 、本質の あ い ま い化 にどの よ う に影響を あた え

て い る の か を分析す る。こ の こ とは 、 現状の 経済

成長戦 略下 にお ける社会文化政策の 国 民統 合へ の

有効性を明 らかにする と考え られる e

1． 経済成長 と工業化

　マ レ
ー

シ アは独立以降、安定 した経 済成 長 を続

けて い る （表 1 参照）、1970 年代の 年 平均 GDP

成 長 率 は 7．8％ と い う 高 い 数 値 を 示 し た
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（rVlalaysia　1981，　ll）、1980 年代に 入 り、前半期

に お い て は 5．8％ の 成 長 率 を記録 し て い た が

（Malaysia 　1986 ，40）、世界不況の あお りを受け

た 80 年代半ば に は マ イナス 成長を示す こ と とな

っ た。その 後、マ レ
ー

シ ア の 経 済成 長 は ピー
ク期

を迎 え、1987 年か ら 1997 年の 年平均 GDP 成長

率は約 9％ に もの ぼっ た。1997 年の ア ジ ア 通貨危

機によ り、1998 年はマ イ ナス成長 を記録 したが、

1999 年には プラス成長 に転 じ、そ れ以 降現在まで

年平均約 5％ の 成長を続けて い る 。こ うした マ レ

ー
シア の 持続的経済成長は、輸入代替工 業化や 輸

出志向工 業化 によ る 産 業構造の 成熟化によ る も の

で あっ た。特 に、製造業の発展が持続的経済成長

を牽 引 して い る。

　 　 　 　 　 　 表　 1

GDP の 産 業 別 構 成 と 成 長 率

（％ 〕
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sal ＊ 財 務 　省　に よ る　r・測　値 t．

　1957 年の独立時、マ レ
ー

シ ア経済は、ゴム とす

ずと い っ た
一

次産品に大 き く依 存 してお り、こ れ

らの 商品 か ら生まれる 輸出収入は総輸出収入の 8

割以 上 を 占め て い た （Alavi　1996 ，
29＞

2
。1970 年

代ま で に、ゴム とすずだけ で な く、パ ー
ム汕、原

油、材木や天然 ガス の 生産 および輸出の 拡大に よ

り、輸出収入 の 内訳は多様化された。1980年代以

降、一・次産品 へ の 依存度は低下 し て い る が 、現在

に お い て もマ レーシ アは主 要な
一

次産品生産国お

よび輸出国で あり、
一
次 産品に よ る 輸出収 入 は経

済成長の 重要な要素 とな っ て い る。

　　独立時 、GDP に お け る農業の 占め る割合は

40 ％ に もの ぼ っ たが 、製造 業の 割合はわずか 8％

に すぎなか っ た （Alavi　1996，30）。マ レ
ー

シ ア政

府は 、こ の よ うな
．一

次 産品依存経 済か ら の 脱却 へ

向けて 、1960 年代半ば以 降、製造業を 中心 と し た

工 業化 に よ る経済構造 の変質を進め る よ うに な っ

た ：3。そ の 結果、1970 年代 に入 り、製造業は急激

な成長 を見せ 、1970 年代 の 年平均成長率は 12．5％

に も の ぼ っ た （Malaysia　1981，11）。 そ して 1987

年に は、GDP に お ける農業の 割合が 21．7％ で あ っ

たの に対 して 、製造業の 割合が 22．6％ とな り、初

め て 製造業生産が農業生産を上回 っ た （表 1 参照）。

こ れ以降、製造業が マ レ
ー

シア の 経済成長 の エ ン

ジ ン と な っ て い る 。

　総輸出収入に 占め る 製造業の 輸出収入の 割合は、

1970 年 に お い て 11．9％ にすぎなか っ たが、1990

年 には 58．8％ へ 増大 した （Andaya 　2001 ，316）。

ま た 、GDP に お け る 製造業の 割合は、1971 年に

12．4％で あ っ た の が、2004 年 には 3／．6％ とな っ た 。

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Pacific Society

NII-Electronic Library Service

The 　Paoifio 　Sooiety

The　Journa！of　the　Pacific　Society／March　2007／No．96 （Vo1，29，　 No．　1／1） 一 29一

そ して 、2000 年には 33，4％ と い う最高値 を記録 し

た。

一
方．GDP にお ける 農業の割合は、1971 年

の 31．2％ か ら 2004 年の 8．5％ へ と減 少 の
一

途 をた

ど っ て い る。

　一次産品依存経済か ら製造業を中心 と した工 業

化 へ の変質 は、雇用構造 に も大きな変化 を与えた

の は言 うまで もない 。総雇用者数に お ける製造業

の 占め る割合は、1970 年の 9．0％ か ら、2004 年 に

は 28．Iu／。へ と膨 らんだ （Ministry　of 　Finance　ill

Malaysia ）。一
方、農業の 占め る割合は、1970 年

には 53．5％と半数以 上が農業に従事 して い た の が 、

2004 年には 13．7％に まで減少 した （Ministry　of

Finance　in　Malaysia ）。1992 年以降、農業に代わ

っ て 、製造業が雇用機会を創出す る最大の産業 と

な っ て い る （表 2参照）。

　 　 　 　 　 　 　 　 表 　 2

製 造 業 と農 業 の 雇 用 者 数 と の 雇 用 比 率

（千 人 ）

総 雇 用 者 数　　製 造 業 雇 用 者
．
数 （％ ）　農 業 雇 用 者 数 （％ ）

’
i1
’
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．．、1、9、8i5．i 546S ．5 828 ．0（15 ．1＞ 1853 ．2 〔33 ，9）
：1
』
9
．
8
’
6
’
； 5706 、5 8605 （15 、1） 1807 ．1〔3L7 ）

19．8i7・： 5880 ．8 920 ．6（15 ．7 ） 1876 ．0 （3L9 ）

．19．8：8．．． 6087 ．5 1012 ．6（16 ．6） 1908 ．3 （3L3 ）

i1．9i8：9
’
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工
1998

…、 8564 ．｝ 2195 ，6 （25 ，6 ） 且422 ．2q6 、6）

・19・99 ：・・ 8862 、1 2342 ．7 〔26 ．4 ） 1418 ．9 （正6 ．O）

2   oo： 9271 ．2 2558 ．3 （27 、6 ） 1407 、5 （15 、2 ）

……20：り葺…、 9348 ．1 2460 ．6 （26 、3 ） 1405 ．6 （15 ．0）
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（出 所 ） MinistryofFinanccjnMalaysia ．1972 −20D5 ．EconomicRepoert ．
（注 ）

＊
財 務 省 に よ る 概 算 値 ．．

　 こ の よ うに、マ レ
ー

シア経済は製造業が支えて

い る と い える。1986 年に発表され た 工 業化マ ス タ

ープランがマ レ
ーシ アの 急速な経済成 長は製造業

の 成長 によ っ て 支え られて い ると示すように 、マ

レ
ー

シア政府 は持続的経済成長に とっ て の 製造業

の 重要性を認識 して い た。そ して 、1980 年代 後半

以 降、製造業の 成長率は GDP 成長率をは るか に

上回 っ て お り、1987 年か ら 1997 年まで の 経済成

長の ピ
ー

ク期 にお い て は、製造業 の 成長率が 年平

均約 14％ で ある の に 対して 、GDP 成長率は約 9％

とな っ て い る （表 ／参照）。 つ ま り、製造業の 発展

が マ レ
ー

シ ア の 持 続的 経済成長を もた らしたの で

ある
’1。

　 2000 年 には製造 業の 成長率は 21 ％ を記録 して

い たが、2001 年か ら 2004 年 まで の年平均成 長率

は約 4％ に と どま っ て い る （表 1 参照）。こ の よ う

に、2001 年 以降、製造業の 成長率は下 降を示 して

い る。し か し、2001 年以降 も GDP に 占め る製造

業 の割合は 30％以上を保 っ て お り （表 ／参照 〉、

ま た総 雇用 数 に お け る 製造 業 の 占め る 割合 は

1997 年 の 26，9％ か ら 2004 年には 28．1％に上昇 し

て い る （表 2 参照）。1990 年代、政府は経済成長

の エ ン ジ ン を製造業か らハ イテ クおよ び情報関連

産業 へ 移行させ る こ と を発表 したが、適 切な 人材

の 不足 によ り現在 に至 るまで大きな進展 を見せ て

い な い （Felker　2004，266 ）。つ まり、マ レーシ ア

の 経済成長は ．引き続き製造業主導で あると予測

される 。

2． 経済成長 へ の 外国直接投資 の 役割
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　マ レ
ー

シ ア政府は、外国直接投資が製造業の 成

長 、つ ま り持続的経済成長 を牽 引す るで あ ろ う と

考え て お り、実際に 1970 年か ら 1980 年 まで と

1985 年以降の輸出志 向工 業化 期お い て 、外国直接

投 資を マ レ
ーシ アに誘導す るた め に い くつ か の 投

資優遇政策を施行 した5。

　1960 年代末、輸入代替型工 業化 によ る経済成長

は行き詰ま り状態 に あ っ た。輸入代替 に よ る 成長

戦 略は、市場が狭小な 国 内市 場に限られ る ため コ

ス ト高の 状態を作 り出 した （Jomo 　 and 　Edwards

1993，21）。こ う した 中、マ レ
ー

シ アは輸出志 向型

工 業化へ の 移行を 進めた。そ して 1968 年に は、

政府は、マ レ
ー

シ ア の 製造業 へ 外国投資を誘導す

る た め に 、外 国投資家に 輸出に対す る税 制優遇借

置を とる と い う投資奨励法を施行 した。

　1980 年代半ば、マ レ
ーシ ア経済は世界不況 の あ

お りを受け 、経済は マ イナス 成長 を示 した。1985

年の GDP 成長率は
一1．1％、製造 業 の 成長率 は

一

3．8％、そ し て 失業率は 8％ に まで 上 昇 した （Jomo

and 　Edwards 　1993，33）。政府は、経済の 回復お

よ び成長 へ 向け て 、輸出主導型 の 経済成長 を強 調

し、製造業 へ の 外 国直接投資の 重 要性 を示 した e

そ して 1986 年 に は 、よ り多 くの 外 国直接投資 を

誘導する ため に投資促進法を施行 した。同法は、

製品 の 80 ％ 以上 を輸出す る製造業の企業に限 っ て 、

資本金 の 100％ が外資 となる こ とを許可 した。ま

た、製造業 ライ セ ン ス 発行の 条件が緩和され 、さ

らに税制優遇も実施され た 。 こ れ ら投資促進法 に

よ っ て 示 さ れ た優遇措置 および規制緩和は、製造

業の 発展 による経 済成長 を 目指す工 業化マ ス タ
ー

プ ラ ン に付随 し て と ら れ た。

　　　　　　　　　　表 3

認可製造業 へ の 総直接投資に 占め る外国直接投資の 割合

爪 丁（RM 　miUion ）
．1
付 （RM 　million ） 総 拠 　（RM 　million ） 比 率（％）

ロ計 （RM 　mUhon

王 地 投
三
　 外 国投 資 現地 投資　外 玉亅投

詫
現 地投 資　外 国投

之

現 地投資　外 ．　 芒．

：1933i726 ，2296 ，31002 ，8332 ．81729 ．0629 ，1 2358，173 ．3 26．7
・；  84 … 938．〔 275．42145 ．1442 ．63083 ．1718 ，0 3801．18 旦．1 18．9

19離 ・ 1498．8324 ．93228 ．8634 、44727 ．6959 ．3 5686，983 ，1 16．9

1獅
1i1354

．3524 ．52121 ．oll63 ．43475 ．31687 ，9 5163．267 ．3 32，7

1ウ1弼 i779 ，4750 ．0109451310 ．O187392060 ，0 3933947 ．6 52．4
・193曾 、 1459．22010 ．52756 ．72867 ．54215 ．94878 ． 9093．946 ．4 53．6

ユ9触 ． 1202，23401 ．22360 ，55251 ．53562 ．78652 、7 12215，429 ，2 70．8
：199σ「 3451．16228 ．07087 ．911401 ．110539 ．017629 ．1 28168．137 、4 62，6

、』董9虹 雫・ 3605．66073410157 ．51098L913763 ．1170553 30818 ．444 ．7 55．3

．
1
遭9擬 ・ 2808，35 呂54，37194 ．71 互917．810003 ，017772 ，1 27775．136 ，0 64．0

亘9蛤 i2408 ，12443 ，35057 ．438439746556287 ．2 13752，754 ．3 45．7

1擁
13678

，74109 ．97933 ．57229 ，211612 ．211339 ，1 22951，350 ，6 494

1幌 3331．33192 ．88394 ．25950 ．811725 ，59143 ．5 20869，056 ．2 43，8

亘螂 i・ 5972．36212 ．611228 、910843 ．817201217056 ．5 34257．750 ，2 49，8

…
：19墜7・i・ 4471，43713 ．79876 ，37759 ．2 互4347、711472 ．9 25820．655 ，6 444

．の98林
』

3945，92940 ．28188 ，69375 、5 旦3288．9130635 26352．450 ．4 49 ．6

．．199雙．． 1184 ．41962 ．22498 ．54940 ，14630 ．7122685 16899227 ．4 72，6

…
120G

σ
層： 1421．42156 ．4 15694，7 且376L8198485 33610，340 ．9 59．1

．200遭
’： 2834，81307 ．4 997L6 6867，718907 ．2 25774．926 ．6 73．4

、i20砂2・； H3651361 ，9 5336、8 6298．911578 ．0 17876，935 ．2 64，8

（出所）MIDA ，1989，且99D，1993，1994　and 　1996．∫tatistics　on 　the 　Manufactu 厂ing　Sector　in　Mattrysia．

Mn ）A ．1998−2DO3．　Report　ofthe 　Perjbrmanee 　cfthe 　Manufacturing　Sector．

（注）＊ 且991年 以降の 株式の 数値は、自動 的に 認 可 を 与 え られ る投 資 の 拡 大や 分 散 を含 む。
＊＊1998年以 降の 株 式 の 数 値は、認 可 時 に決 定され て い な い 利益余剰 金や 融資 引 当金 は含 まない ．

　投 資奨 励法の 結果 と して 、197  年代初期 には、

製造業 へ の 外国直接投資の 増加が み られた。製造

業に お ける株式 べ 一ス の外国直接投資は、1971 年

の 9640万 リンギ ッ トか ら 1974 年に は 2 億 6450

万 リ ンギ ッ トへ と増加 を見せ た （Ali　 and 　 W 。ng

1993，78）。また、1986 年施行 の 投 資促進法は、

外 国直接投資 の マ レ ーシ ア へ の 誘動 に お い て 、

1968 年 の 投資奨励法より も効果的に機能 した。投

資促 進法 施行前の 1985 年の 株式ベ
ー

ス の 外 国直

接投資が 3 億 2490 万 リ ンギ ッ トで あ っ た の に対

して 、同法施行後 の 1989 年に は 約 9 倍の 34 億

120 万 リ ン ギ ッ トへ と急増した （表 3 参照）。さ ら
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に 1987 年以降、外国直接投資は．株式ベ ー
ス 、

貸付ベ ー
ス 、そ して 総投資額すべ て にお い て 、現

地 投資よ りも重要な役割を果たすよ うにな っ た。

総投資額に 占める 外国直接投資の 割合は、1985 年

の 16．9％か ら 1987 年に は 52．4％、1989 年 には

70．8％ へ と増加 した （表 3参照）。 こ う した外国直

接 投資 の 急激 な流入 に は、プラ ザ合 意 によ っ て 引

き起 こされた 円高によ っ て 日系企業が製造拠点を

東南ア ジ ア 地域へ 移転さ せ た と い う背景 もある が

（Lee　2004，272）、投資促進法に よ る優遇措置お

よび規 制緩和 が非常 に 大きな影 響 を持 っ た と い え

る （Shamsulbahriah　2003 ，54）
6
。

　製造業は 、マ レーシ ア の 経済成長の ピ
ー

ク期で

ある 1987 年か ら 1997 年の 間、年平均約 14％ の

成長を示 した （表 1 参照）。表 3 が 示 すよ うに、同

時期にお ける マ レ
ー

シ ア の 製 造業 へ の 外 国直 接投

資は急激 に 増加 し た。つ ま り、製造業 の成長 は 、

外 国直 接投 資 に よ っ て 支 え られ て い る と 言 え

（Zainal　Abidin　l990，63）、マ レ
ー

シ ア の 経 済成

長 が製造業主 導による もので ある こ とを考 える と、

マ レーシ ア の 持続的経済成長が外国直接投資 に依

存する もの で ある と言 う こ とがで きる 7。また、通

貨危機の影響か ら回復を示 し始め た 1999 年以降

にお い て も、GDP に 占め る 製造業の 割合は 30％

以上 を保 ち、製造業 へ の 総投 資額に 占める外国投

資の 割合が 60％以上 をほ ぼ保っ て い る こ とは、外

国直接投資主導に よ る 製造業を 中心 と した経 済成

長戦略が今後 も続くで あ ろ う こ とを示 し て い る 8。

3．外国直接投資 を引き付 ける マ レーシ ア の 比較

優位

　マ レ
ーシ ア の 持続的経済成長は、製造業 へ の外

国直接投資の 流入 に よ っ て 達成され て い る。特に、

日本か らの 直接投資は 、円高を 引き起 こ した 1985

年の プラザ合意 と 1986 年の投資促進 法 の施行に

よ り、1987 年以降急増 し、マ レーシ ア の 経済成長

のピ
ー

ク期 （1987 年か ら 1997 年）に お ける そ の

投資額は他国の 投資額を圧倒 した （表 4 参照）。こ

の 時 期 は 、 「日 本 の 歴 史 的 好 機 （Japanese

historical　opportunities ）」 と呼ばれ る ほ どで あ り、

実際 に、ピ
ー

ク期にお ける 口本か らの 直接投資額

は対マ レーシ ア 総投資額の 約 30 ％ にも の ぼっ た o。

つ ま り、日本か らの 持続的な直接投資の 流入 は、

マ レ
ー

シ ア の 経済 成長 を支 え る 重要 な 要素で ある

10。それ で は、外国直接投 資、特 に 日本か らの 投

資を誘導する マ レ
ー

シ アの 比較優位 とはい っ たい

何なの だ ろ うか 。

　 表 5が 示すよ うに、70％以上 の 日系製造業がマ

レーシ ア を投 資先 と して 選択 した理 由と して 政

治 ・社会の 安定 を挙げて い る 。こ れ に 続い て 、イ

ン フ ラの 整備や外資優遇策な ど もマ レーシ ア へ の

投資理 由 と して 挙 げられ て い る 。しか し、こ れ ら

の理 由 を選んだ割合 と政治 ・社会の 安定を選んだ

割 合と の 間に は約 20％ も の 差が あ る よ う に 、政

治 ・社会が 安定 して い る マ レ
ー

シ ア の 状況 が 日本

か らの 投資を誘導する の に圧 倒 的な影響力を持 っ

て い る と い える。

　 日本 貿易 振 興 機 構 （Japan 　External　Trade

Organization：JETRO ）の調査 による と、イ ン ド

ネ シ ア に進 出 し て い る 大半 の 日 系企 業 は、イ ン ド

ネシア を投 資先 として選択した理 由 として 低廉な

労働力と将来の 国 内市場の 可能性 を挙げた。タイ

に 関して は、約 50％ の 日系企 業が 政治 ・社会の 安

定 および低廉な 労働力がタイ を選 択 した理 由 で あ

る と示 し、また 日本か らの 投資を誘導する フ ィ リ

ピ ン の 比較 優位 は労 働 力 の 質 ・教 育 ・訓練 と低廉

な 労働賃金 にあ っ た 。つ ま り、東 南 アジア地 域へ

の 進出を考える 日系企 業に と っ て 、政治 ・社会 の

安定状況は マ レーシ ア の 半独 占的な優位で ある。

近年 の JETRO の 調査 におい て 、イ ン ドネシ ア お

よ び フ ィ リピ ン に 投資する H 系企業の 約 70 ％ が、

こ れ ら の 国 々 で 仕事 をする上 で の 問題 点 と して 政

治 ・社会 の 不 安定 を挙げて い る （JETRO 　 2003

and2004 ，在 アジ ア 日系製造業の 経営実態）。こ の

こ とは マ レ
ー

シアが 日本か らの 投資 を とどめ て お

く上で 、政治 ・社会の 安定を維持する こ と の 重要

性を示 して い る 。 また、マ レーシ ア に と っ て 政治 ・

社会 の 安定 こ そが 投資を誘導するた め の 比較優位

で あ る こ とは、日系製造業に 限られ た こ と で な く、

諸外国 の 企業に ももちろん共通する と考え られ る。

っ ま り、政治 ・社会の 安定なく して 、特 に 1987

年以降みられ た マ レ
ー

シ アへ の 外国直接投資 の増

加お よび持続的 流入は 生 じえな か っ た と い え る 。

そ して 、政治 ・社会の 安定が保たれ て い るか ら こ

そ 、マ レ
ー

シア は持続的経済成長を達成 しえた の

で ある。また、マ レ
ー

シア工業開発庁 （Malaysian

Industrial　Development 　Authority： MIDA ）は、

外 国直接 投 資を 誘導する うえで 、また経済成 長を

持 続 させ る うえ で 政治 ・社会 の 安定 が不可 欠 で あ

る こ とを認識 して い た。
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　　　　　表 4

認可製造業 へ の 外国直接 投資

（RM 　million ）

…i兜ξ．　…1986…　．．
…19呂ブ…　　i窪專8ii　 i塹8要i、 199｛藁　　塁9亟1畢i

』
　i

’
正9要2ii1　 塞9兜

；

…　 i1今9d・

日本 264 ．4116 ．3715 ，11222 ．0　 2690，44212 ，63705 ．92684 ．3166L21765 、2

台湾 31．910 ．8243 ．0829 ．6　 2160．06339 ．13607 ．21500 ．0894 ．22874 ．3

シ ン ガポ
ー

ノレ 100，2183 ，7258 ．5419 ．6　 　914．7895 ．3Ul4 ．3442 ．452L91063 ．5

香港 28．255988 ．9298 ．4　 　352．1375 ．0600 ．678 、693 ．8873 ．9

イギリス 26，949 ．576 ．8196 ，5　　764，1867 ．2546 ．2130444 、194 ，1

アメリカ 11L953 ，6162 、7535 ．2　 　 320 ，8567 ．31798 ．43298 ．71757 ．71253 ，2

オ
ー

ス トラリア 25，735 ，3126 、1255 　　 29，854 ．3410 ．52125 ．652 ．1175 ．6

肚 界 合計 959，31687 ，92060 ．04878 ，0　 8652．717629 ．117055 ，317772 ．16287 ，211339 ．1

晝9鱈 ；． 1996i 憩 9字 蚤螂 …
．i1窺99 ：

「
客00拿i

「
細 1i； …薯002．・i ・2曠

・ 2004 …

日本 2096．3　 4607．3216421896 ．51002 ，72880 ．53286 ．5587 ，41295 ．81010 ．7

台湾 1442．2　　775．71345 ユ 1001．0267 ．0916 ．11112 ．8251 ．9622 ．0414 ．5

シ ン ガ ポー
ノレ 1008 ．7　 4765．5128L4961 ．9902 ．417785218051019 ．21224 ．91515 ．5

香港 175．2　 　 13．823 ．222462 ．9345 ．364 ．865 ．5102 ．749 ，9

イギ リス 侶 9．9　 　 380．7206 ．7479 ．4192 、4771 ．610L3167 ．93870 ，4150 ，

ア メリカ 180L3 　 2893．22397 ．0643335158 ．97491 ，43305 ．42667 ．82181 ．71058 ，8

オース トラリア 1395 　　 136590 ．5116 ．652 ．5129959 ．6 工08、4105 ．2116 ．5

世界 合計 9143．6　 17056，511472 ．913082 ，812268 ．519848518343 ．211578 ．015640 ．413143 ．9

（出所）MIDA ．1989，1990，1993，1994　and 　1996．．　Statistics　on 　the　Manufacturing 　Sector　in　Malaysia 　．

MIDA ．1998−2003 ，Repo 厂 t　on 　the　Performance　ofthe 　Manufacturing　Sector、
Ministry　of 　Finance　in　Malaysia．　1985 −2005 ．　Ec θ nomic 　Report ．

（注 ）
＊ 1991年 以 降 の 数 「直は、目 動 的に認 可を与 えられ る投 資 の 拡 大や 分 散を 含む た め に 訂 正 され た。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 表 　 5
日 系 製 造 業 の 進 出 先 と し て の マ レ

ー
シ ア 選 択 の 理 由

　　　 　　 　　 　　 　　　 　　 　〔ヒ 段 は 理 曲 、下 段 左 は 件 数 、右 は ％ ）

第
一f立　　　　　　　　　　第 二 f立 第 三 位 　　　　　　有 効 回 答

政 治 ・祉 会 の 安 定 イ ン フ ラ 外 資 優 遇 策
「「19 駐9i：…

’
（102 ，79 ．1％ ） （83，64、3％ ） （90 ，62 ．0 ％ ） 129

政 治 ・社 会 の 安 定 イン フ ラ 外 資 優 遇 策
．．隻9．擘o、．

：
i

〔162 β 85 ％ ） （ll8 ，64 、5 ％ ） 〔103 」 6 ．3 ％ ） 183

政 治 ・社 会 の 安 定 外 資 優 遇 策 低 廉 な 労 働 力

（146 、72 、3％ ） （130 ，64 ．4 ％ ） 〔106，52 ．5 ％ ） 202

政 治 ・社 会 の 安 定 外 資 優 遇 策 イ ン フ ラ
・・ili9・夐診i

．：
（162 ，7 ヰ、0 ％ ） （117 ，

53 ．4％ ） （108 ，49 ．3 ％ ） 219

政 治 ・社 会 の 安 定 外 資 優 遇 策 低 廉 な 労 働 力
…
’
19照 ii

（163 ，74 ．1 ％ ） （115 ，523 ％ 〉 （105 ，47 ．7 ％ ） 220

政 治 ・社 会 の 安 定 外 資 優 遇 策 イン フ ラ
…』
』
．iigi蠣 i　i

（177 ，69．7％ ） （123 ，48 、4 ％ ） （112 ，44 ．1％ ） 254

政 冶 ・祉 会 の 安 定 イ ン フ ラ 外 資 優 遇 策
1i1 、9…95．、： ・

（199 ，74．0％ ） （133 ．49 ．4 ％ ） 〔125 ，46 ．5％ ） 269

政 治 ・社 会 の 安 定 イ ン フ ラ 外 資優 遇 策
．・…・1・9…％ ・

…
・
…

（252 ，71 ．8％ ） （168 ，47 ．9 ％ ） （160 ．45．6％ 〕 351

・：：iウ卿
’i ： 政 治 ・社 会 の 安 定 イ ン フ ラ 外 資 優 遇 策

（216 ，69 ．2 ％ ） （14S ，47 ．4 ％ ） （140 、44 ．9％ ） 312

（出 所 〕JETRO ．19S9 ．香 港 ．ASEAN の 冖 系 企 業 実 態 調 査

JETRO ．1991 ．NLcs お よ び ASEAN の 日 系 メ ーカ ー
活 動 状 況 調 査

JETRO ．1992and 　1993 ，NLes お よ び ASEAN の 日 系 製 造 業 活 動 状 況 調 歪

JETRO ，1995and 　1996 ．ASEAN 口　系 製 造 業 の 1舌 動 状 況

JETRO ，1994 −lgy6 ．ASEAN の 日 系 製 造 業 渚 動 実 態 調 査

JETRO ，1997and 　 l998 ．The 　Cu 厂 rent ∫ rare　o ／ノCtpa 　tl　L’　seA がitiLlfedMar ］‘tfacturesin 　A ・yia ・

4 ． マ レーシ ア の 持続的経済成長戦略 と国民統合

政策

一
般的に 、国民 統合 へ 向 けて 中心 的役割を持つ

とされ る社会文化政策は、同化主義 と多文化主義

の 二 分法で 考えられて きた。しか し、マ レ
ー

シ ア

に お い て 、実際の 政策 内容か ら考える と 、社会文

化政策を同化 主義あ る い は 多文化主義と して 定義
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一Eleotronio 　Library 　



The Pacific Society

NII-Electronic Library Service

The 　Paoifio 　Sooiety

The　Journal　of　the　Pacific　Society／March 　2007／Na96 （Vol．　29，
　 No．　1／1） 一 33　一

付 け る こ とは で きな い 。

　民 主行動党 （Democratic　Action　Party：DAP ）

や 華語教育の 維持 ・発展 を目的とする華人の 教育

組 織 で あ る マ レ
ー

シア華校教師会総会 （United

Chinese　 School　 Teacher ’

s　 Association　 of

Malaysia：UCSTA ）お よび マ レーシ ア華校董事連

合会総会 （United　Chinese　School　Committee ’
s

Association　ofMalaysia ：UCSCA ） は、マ レ
ー中

心主義的な性質 を持 つ 政策に 対 し て 既 に強 い 反発

を示 して い る。こ れ は、マ レー中心主義
一

辺 倒の

同化 主義 の 導入 が 華人 社会か ら の よ り強い 反発 を

招き、礼会の 不安定化をもた らす こ とを示唆す る 。
一

方、多文化主 義 の 採用 は、マ レー
人優遇 措置 の

排除と完全な能力主義へ の 移行に 直結する た め、

マ レー人 か ら の 反発を 生 み 、民族 間 関係 の 緊張 の

増加そ して 社会 の 不安定化 を招 くで あ ろ う。こ の

こ と は 、ヒ シ ャ ム ディ ン 教育大 臣や統
一

マ レ
ー

人

国 民 組 織　 （ United　 Malays 　 National

Organization：UMNO ）青年部な どが、マ レ
ー入

優遇政策 の維持や 能力主義へ の 移行の 見直 しを求

め る発言 を繰 り返 し て い る こ と よ り明 らか で あ る

　（New 　Straits　Times ，22　and 　23　July　2005 ）。こ

の 結果と して 、政府 は、社会 の 不安定化 をもた ら

す可能 性 を持 つ 統合 へ の 積極的な社会文化政策を

打ち出す こ とが で きずに い る 。

　 マ レ
ー

シア の 社会文化政策 は 、 程度の 差 こ そ あ

る もの の 、マ レー中心主義 と い う同化主 義的志向

と非マ レ
ー文化の 容認とい う多文化主義的志向の

両而性 を常に併せ持 っ て お り、政策の 本質は あい

まい なもの とな っ て い る 。 た だ し、マ レー中心主

義の考 え、も しくは非 マ レ
ー

文化容認 の考 え の ど

ち らに重 点を置 く の か によ っ て 、強制的統合政策

（同化主義的志 向を中心 に持 つ ） と協調 的統合政

策 （多文化主義的志向を中心 に持 つ ）に 分類する

こ と が で き る （Segawa 　2005
，
100　 and 　108）。

1990 年 ま で の 社会文化政策は 、非マ レ
ー

文化 を幾

分か容認 する も の の 、マ レ
ー中心主義を非常 に強

く促進す ると い う性質 か ら強 い強制的統合政策 と

位置づ け ら れ る （Segawa 　2005
，
100）。一

方、

1990 年以降、政 府は非 マ レ
ー

文 化 の 容 認 を促 進す

る よ う に な り、同時に マ レ
ー

中心 主義 の 考え を緩

和する ように な っ た。しか し、そ れ で もマ レ
ー

中

心 主義が 政策に強 く反 映されて い るため、1990 年

以 降の 社会文化政策は緩やかな協調的統合政策 と

位置づ けられ る （Segawa 　2005，108）。こ の よ う

に、国民統合を 目指す社会 文化政策は、完全 な同

化 主義 ある い は 完全な多文化主義の い ずれ か を採

用 する こ とな く、あ い まい な もの で あ りなが らも、

相容れ な い 二 つ の 考え の バ ラン ス を うま く取 りな

が ら両 者 の 間 を揺 れ 動 い て い る の が 実情で あ る

（図 1 参照）。

　　　　　　　 図 1

マ レー シア の 社会文化政策の 変動幅
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　強制的統合政 策 二
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・調的統合政策 ：
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／ 1990 年以降の 政策
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（出所） Segawa ，2005，　Reconsideration　of　National　lntegration　Policies　in　Malaysia，1957 −

　 Present．

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Pacific Society

NII-Electronic Library Service

The 　Paoifio 　Sooiety

一 34一 太平洋学会誌 2007年 3 月 通巻第 96号 （第 29巻 第 1／1号）

　外国直接投資 を誘導する マ レ
ーシ ア の 比較優位

が政治 ・社会の 安定にある こ と は 、政治 ・社会 の

不安定化が外 国投資の 流入 の 減少を もた らす こ と

を示唆する。マ レーシ アは外国直接投資主導で 持

続的経済発展を達成して い る た め 、政治
・社会の

不安定 化 は 経済成長の 鈍 化、さ らには マ イナ ス 成

長を招く危険を は らん で い る。社会文化政策に よ

る 国民統合よ りむ しろ経 済成長 と 政治
・社会の 安

定 の 維持に重点を置くマ レ
ー

シ ア政府は、民族間

関係 の 緊張 ある い は安定 に直接的影響を持っ 社会

文化政策の 方向性 に最大限 の注意を払わなければ

な らな い 。結果 として 、政府は 、政治 ・社会 の 安

定を侵す可能性を持っ 政策の実施をた め らう、ま

た は 実施する こ とが で きずに い る。マ レ
ーシ ア 政

府は、社会 の 不安定化 を もた らす同化主義お よび

多文化主義を採用 する こ と が で きず、マ レ
ー

中心

主義 とい う同化主義的志 向と非 マ レ
ー

文化 の 容認

と い う多文化主義 的志向が並存 して い る あ い ま い

な性質の 社会文化 政策 を採用 せ ざ る を えない 。っ

ま り、政 府 の 外 国 直接 投資主 導 の 経 済成長戦略 は 、

マ レ
ー

シア の 社会文化政策の本質をあ い ま い な も

の に 制限す る 重要な要因 の
一

つ であ る。

むすび

　マ レ
ー

シアは独 立以降、安定 した経済成長を続

けて い る。特に、1987 年 か ら 1997 年 の 間に マ レ

ーシ ア の 経済成長は ピ
ー

ク期 を迎 え．平 均成長率

は約 9％ に も の ぼ っ た 。こ う し た 持続的経済 成長

は、製造業の 成長によ っ て 牽 引され て お り、こ の

製造業主 導に よ る 経済成長戦 略 は現在 ま で 続 い て

い る。

　経済成長 の ピー
ク期が始ま る と同時 に、製造業

へ 投資され る 外国直接投資額が 国内投 資額を上回

るように なり、 経済成長 を牽 引する製造業の 発展

は外国直接投資によ っ て支え られるよ うにな っ た．

こ の 外国 直接投 資主導 に よ る 経済成長の 形態は現

在 も変わ っ てお らず、外 国直接投資は マ レ
ー

シア

の 経済成長に とっ て 不可欠な も の とな っ て い る 。

特 に 日本か らの 直接投 資は、経済成長 の ピー
ク期

にお い て 、対マ レーシ ア総投資額の 約 30％ に も の

ぼり、マ レ
ーシ ア の 経済成長を支えた。

　JETRO の 調査に よ る と、日本か ら大量 の 投資

を誘導す る こ とに成功 した マ レ
ー

シ ア の 比較優位

は、圧倒 的 に政治 ・社会の安定に あ っ た。こ の マ

レ
ー

シア の 比 較優位は、日本企業に とっ て だ けで

な く、もちろ ん 諸外国 の 企業に も共通 する と考え

られ る。つ まり、政治 ・社会 の 安定が な けれ ば、

1987 年以降にみ られたマ レ
ー

シ ア へ の 外国 直接

投資 の 増加および 持続的流入は生 じな か っ た。そ

して 、政治 ・社会の 安定が維持 され る こ と に よ っ

て 、マ レ
ー

シ ア の 持続的経済成長は達成された。

　持続的経済成長 を国家の 最重要課 題 と考え る マ

レ
ー

シ ア 政府が、政治 ・社会の 安定を侵す可能性

を持 つ 政策の 実施をため らう、または 実施 しな い

と い うこ とは 当然 で ある。実際 に、政府は 民族間

関係の 緊張の 増加 、社会の 不安定化 を招く とされ

る 同化 主義や多文化主義 と い っ た統合 へ の 積極的

な 社会文化政策を実施で きずに い る 。結果 と して

政府 は、程度 の 差 こ そ あ るも の の 、マ レ
ー中心主

義 と い う同化主義的志向と非 マ レ
ー文化の 容認と

い う多文化主義的志向の 両面性 を併せ 持っ あい ま

い な性質の 社会文化政策 をと らざる をえな い 状況

に あ る 。つ ま り、外 国直 接投 資主導によ る経済成

長戦 略は 、国民統合へ 向けて の 社会文化政策の 本

質 をあい ま い な も の に制 限 して い る。

　現在 まで の 状況 が示すよ う に 、マ レーシ ア 政府

が と っ て きたあい ま い な性質を持つ 社会文化政策

は、民族紛争の 発生 を防ぎ、社会 の 安定 を 保 つ こ

と には寄 与して い る 。 しか し、こ うした社会文化

政策は 国 民統合の 進展 に は効果 を 示 して お らず、

反対 に 、そ の 進展 を遅 らせて い る。つ ま り、社会

文化 政策 の 本質をあ い ま い な も の に 制限する 外国

直接投資主 導に よ る持続的経済成長戦略の 追及は

社会文化 政策によ る 国民統合 の 進展を妨げて い る

と結論付ける こ とがで き る。そ して 、政府の 外国

直接投資主導の 経済成長戦略 が続 く限 り、社会文

化政策に よる国 民統合の 進展 は期待で きな い で あ

ろ う。

注
1 本論は、2006 年 2 月 27 日．28 日にマ レ

ー
シ ア 、

クチ ン で 行われた研究会 「New 　Research　in
Malaysian 　Studies（Malaysian 　Social　Sclence
Asociation 主催）」にお い て発表 した原稿を邦訳 し

た も の で ある 。

21957 年 の 独立時、GDP に占め る
一

次産業の 割

合は 45．7％ で あ り、また 総雇用者数に 占める
一次

産業 の割 合は 613 ％ で あ っ た （Okposin，　Abdul
Halim 　and 　Ong 　1999

，
25）。

31960 年代 以降 、モ ノカルチ ャ
ー一経済か ら工 業化
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へ 向け て の 経済構造の変質は見 られ る が 、鉱業生

産には大 きな変化 は見 られな か っ た。
4Alavi 　Rokiah．1996 ，　iカdustriahSation　ill
Ma ！aySi

’
a ・
’
　Jmp 　ort 　Subs　titu　tion　and 　lnfant

舩 15岬 P θ面   ヨ刀 oθ，London：Routledge．
Ali　Anuwar ．1994 ．　Industrial　Development 　in
Malaysia．　In　Malaysian 　De 　velopment

Expθi
’iellce！Changes　and 　Challθng θ s ：706 −25．

Kuala 　Lumpur ：National　Institute　ofPublic

Administration．
Lin　See　Yan ．1994．　The 　Malaysian 　Econorny，
1957・91 ：An 　Overview．　ln　Ma ／aysian

I）θ　velo ρm θ n 　t　Experience：　Chang θs　and

ChaVenges：553−90．　Kuala　Lumpur ：National
Institute　 of 　Public　A 〔lministration．
な どにお い て 、製造業の成長 が持続的経済成長 を

もた ら したと の 考えが述べ られ て い る 。
5 本論で は、マ レ

ー
シ ア へ 外 国直接投資 を誘導す

るため の 政策 として 1968年投資奨励法と 1986 年

投資促進法 を取 り上げた。マ ハ テ ィ
ー

ル前首相は

否定 して い るが、1981 年に と られ たル ッ ク ・イ
ー

ス ト政策 も 日本か らの 投資を誘導する こ とを目的

の
一

つ とし て い た と考え られ る Q 実際 に 、ル ッ ク
・

イ
ー

ス ト政策は 日系企業が マ レ
ー

シ ア に進出 しや

す い 状況を作 り上げ、日系企業か らの 投資 を引き

出すの に幾 らか の効果を持っ た （Segawa 　2003，
76）。
6 日本貿易振興機構 （Japan 　External　［Etrade
Organization ：JETRO ）は 、1987 年以 降 の 凵 本か

らマ レ
ー

シ ア へ の 直接投資の 増加 は 主 に投資促進

法に よ る も の で ある と述 べ て い る （JETRO 　l992，
101．Nies お よび ASEAN の 日系製造業活動状況

調査）。また 、1990 年代半ば の JETRO の 統計 に

よ る と、マ レーシ アへ 進出して い る 日 系企 業 の 約

60％ が投 資促進 法 の 実施以降に マ レ
ー

シ ア へ の 投

資を開始した。
7Lin 　See　Yan ．1994 ．　The 　Malaysian 　Econom ヱ

1957 −91：An 　Overview．　In　2臨 1召」朔 1々1

Deve／oρment ．e．yperiellce ’　Challges　and
Challθ nges ： 553・90．　Kuala 　Lumpur ：National
Institute　of 　Public　Administration．

Edwards 　Chris．1994．　The　Role　ofFereign
Direct　Investment，　In　Malaysian 　De 　velo ρmei コt

E．yperience ∫aha 刀 ges　and α 〜a！lenges：678・705．
Kuala 　Lumpur ：National　Institute　ofPublic
Administration．
Zainal　Abidin　B ．　Sulong．1990．　The　Past，
Present　and 　Future　Role　ofForeign 　Direcし
Investment （FDD 　in　Malaysia．　In　The
Ma ！aysian ．ffeonomy 　in　T｝’ansition ，　ed ．　Ambrin

Buang ： 59−70．　Kuala 　Lumpur 二National
Institute　of 　Public　Administration．
な どにお い て 、外 国直接投 資が持続的経済成長を

もた らした との 考えが述 べ られ て い る 。

　外 国 直接投資は 、技術 の 向上、人材育成、裾野

産業の 発展、技術移転、海外市場へ の ア クセ ス の

提供、研究開発設備の 発展 な どに も寄与す る と考

え られる （ZainalAbidin 　1990 ，63）。しかし、外

国直接投資に依存する 経済成長戦略 は い く つ かの

問題 点 も抱え て い る 。例 えば、マ レ
ー

シ ア は、国

内 の 技術不足 を補 うた め に 外資企業に依存 し て い

る ため 、国内の 技術が低水準の まま で あ る と い う

問題 に 直面し て い る。そ し て 、こ の よ うな状 況 は

東南ア ジ ア 諸国 に共通 して 見 ら れ る も の で あ る。

こ の よ うに技術が 弱 く産業資本が育たな い がた め

に 東南ア ジ ア諸国 は エ ル サ ッ ツ 資本主 義で あ る と

言われ る （Yoshihara　1988 ）。
8 資本．技術、国際市場取 引 の 手腕が必要と され

る産業化 の 新 し い 局面に お い て 、外資系企業 の経

営管理や 専門的知識は 不可欠 で あ り、こ の こ とは

今 後 も 外 国直接投資が マ レーシ ア に と っ て 重要 な

役割を持ち続け る だろ う こ とを示す （Tan 　and

Ariff　2001 ，63 　and 　73　and 　Lin　1994
，
587）。

9 さらに、1990 年 には 日系製造業が 4 万 361 人の

雇 用 を創 出し て お り、日本か らの 投資は マ レ
ー

シ

ア に大規模な雇用 機会 も提供 した （MIDA 　1990 ，
Sta　blSties　on 　tbe　ia （fan　tifactui コing』Sector　in

MalE〜，郵虹21985
−1996わ。

10 表 3が 示すよ うに、マ レ
ー

シアへ の 直接投資は、

経済成長の ピ
ー

ク期を迎 えた 1987 年以降、急 激

な増加 傾向を見せ た。しか し、1990 年代末頃か ら、

マ レーシ ア 政府 は、外 国投資 家が マ レ
ー

シア か ら

中国やイ ン ドへ 投資先を移転させ る の で はな い か 、

それ に よ っ て投 資額が大幅に 減少 し、経済成長が

鈍化する の で はな いか とい う危機感を示 して い る。

実際、多 くの 日本企業 は、投資先と し て 中国 とイ

ン ドに熱 い 視線 を送 っ て い る （読売新聞、2006 年

1月 26 日）。

　 JETRO によ っ て おこ なわれた 「マ レーシ ア 日

系製造業の 今後の 事業展 開の 方 向性 」 に関す るア

ンケ
ー トの 2001 年 の結果によ る と、日系企 業の

13．9％ が今後規模 を縮小 するおよび撤退する と い

う意思 を示 した （JETRO 　2002
， 在ア ジア 日系製

造業活動実態 調査）。一方、イ ン ドネシアやタイ の

日系製造業へ の 同様の 調査にお い て 、規模の 縮小

および 撤退を示 した の は、ともに 1．6e／，の企業だけ

で あ っ た。また 、規模を拡大する こ と を示 した マ

レ
ー

シ ア の 日系企 業 の 比率は 26．8％ にすぎな か っ

た の に対 して 、イ ン ドネシ ア や タイ の 日系企 業は

それ ぞれ 54．6t／e と 59．0％ とい う高い 比率を示 した。

こ の JETRO の ア ン ケー ト結果 を反映する よ うに

して 、2002 年以降の 日系製造業の マ レ
ー

シ アへ の

投資額、マ レ
ーシ ア へ の 総投資額 に占め る 日本の

割合は と もに減少傾 向にあ る （表 4 参照 ）。

　 2001 年の ア ンケー ト結果で は、13．9％ の 口系企

業が規模の 縮小お よび撤退 を表明 した が、2002 年
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には 9，7％、2004 年には 8．6 ”
／。 と 落ち着きを取 り戻

して い る （JETRO 　2003
，

在ア ジア 日系製造業活

動実態調 査）。規模 の拡大を選択 し た比率に関 して

も 、 2001 年 の 26．8％ を 底辺 に 、2002 年 に は 30 ．3％、

2004 年に は 44 ．9％ へ と上 昇を示 し て い る

（JETRO 　2005， 在 ア ジ ア 日 系製造業活動実態

調査 ）。こ れ らの 数値 は、マ レ
ー

シ ア へ の 日本か ら

の 直接投資が落ち着き を取 り戻 し、回復傾向にあ

る こ とを示 すと考え られ る，確か に 、マ レ
ー

シア

の 経済成長および 製造業 の 成長 に 対 する 日本か ら

の 直接投資の 果たす役割 は、日本の 歴 史的好機 と

呼 ばれる時期に比 べ る と急速に 低下 して い る。し

か し、日本か らの 直接投資は回復傾向に あ り、現

在に お い て もマ レ
ーシ ア へ の 総投資額 の 約 8％ を

占めて い る。つ ま り、外国直接投 資主導 に よ る 製

造業を中心 と した経済成長戦略 を持つ マ レ
ー

シ ア

にと っ て 、日本が最 も重要 な 国 の ひ と つ で ある こ

とは今後 も変わ り な い と い え る。

　ただ し、マ レ
ーシ ア の 日系製造業に対する 2004

年 の ア ン ケ ート結 果が示 す、8．6％ が規模の 縮小お

よび撤退を選択し た と い う結果 は他の 東南ア ジ ア

諸国 よ り も非常 に高く、同様に 、44．9％ が規模の

拡大を選択 し た と い う結 果 は他 の 東南ア ジア諸 国

に 比 べ て 非 常に低い 。タ イの 日系製造業に対する

2004 年 の ？ン ケ
ー

ト結果に よる と、1．O”

／，が 規模

の 縮小および撤退を選択し、71，6％が規模の 拡大

を表明 した。イ ン ドネシ ア の 日系企業は、4．6％ が

規模 の 縮小お よび撤退、54．3％ が規模の 拡大 を示

した （JETRO 　2005 ，在 アジ ア 日系製造業の 経営

実態）．つ ま り、2001 年 と 2004 年の マ レ
ーシ ア

の 日系企 業へ の ア ンケ
ー

ト結果だけを比 較 した場

合、マ レ
ーシ ア へ の 日系企 業の 直接投資は落ち着

き を取 り戻 し、回復傾向に ある と解釈 でき るが、

他国 の 日系企 業へ の ア ンケ
ー ト結果 との 比較によ

る と、口系企業 の 投資先と して の マ レ
ー

シア の 魅

力が相対的に低下 して い る現状が明 らか とな る。
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